第１号様式（第３条関係）
チャレンジ資金（研究開発枠）認定申請書
令和　　　年　　　月　　　日

　奈良県知事　殿

                                     　 申請者
住所


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


電話番号　　　　　　　　　　　　　

　チャレンジ資金（研究開発枠）融資制度要綱（以下「要綱」という。）第３条第１項の規定に基づく認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

１　事業所の概要

	研究開発
実施場所
	名称
	
	業種
	
	従業
員数
	        　　　　人

	
	住所
	
	資本
金
	
	設　立
年月日
	　　　年　 月 　日


２　申請者種別（いずれか該当する場合は○。法人の場合は当該法人の代表者について該当す　　　　　　  るものに○）

ア．奈良県産業振興総合センターで対応している工業技術分野に関連し、開発する技術又は製品が新規性、高い技術レベル及び実現可能性を備えた計画を有するものとして、奈良県産業振興総合センターの確認を受けた者
　イ. 旧中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律に基づき､経済産業大臣から
   　特定研究開発等計画の認定を受けた者

３　研究開発計画の内容

	研究開発

計画概要


	

	事業予算

(申請年度)
	                             円
	申込金額

(申請年度)
	                        　円

	
	
	
	


注）以下の書類を添付すること。

・チャレンジ資金（研究開発枠）に関する研究開発計画書（２通）（様式は県のホームページに掲載）

・＜申請者種別　アの場合＞

当該確認事実を証する書面（写し）（チャレンジ資金(研究開発枠)融資制度運用要領第１号様式）

・＜申請者種別　イの場合＞

当該認定事実を証する書面（写し）及びその際の計画書（写し）

・奈良県税に滞納のないことの証明書（３箇月以内に発行された原本）

　上記の者は、要綱第３条第１項に規定する中小企業者として認定します。

　なお、本認定が融資の実行を保証するものではありません。
　　令和　　　年　　　月　　　日

                                   　　　　　　奈良県知事　　　　　　　  　　

(認定年度内に融資実行を受けない場合、本認定は無効となります｡)　
申請書は２部ご提出ください。
